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東日本大震災について

発生日時：平成２３年３月１１日

震源：三陸沖 深さ24km

規模：モーメントマグニチュードMw９．０

最大震度：７（宮城県北部）

被害状況：（平成２４年８月８日現在）

（１）人的被害

死者 ： １５，８６８人

行方不明者： ２，８４８人

負傷者 ： ６，１０９人

（２）建築物被害

全壊 ： １２９，３１６戸

半壊 ： ２６３，８４５戸

一部損壊 ： ７２５，７６０戸

（３）浸水した農地

２１，４８０ ha

出典：復興庁「復興の現状と取組」（平成24年8月15日）

１出典：Yahoo! Japan 東日本大震災 写真保存プロジェクト
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東日本大震災における農業の被害状況

３



東日本大震災における水産業の被害状況
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東日本大震災における養殖業の被害状況
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◆被災地域では農業生産者が被災しており、一
日も早い地域農業の再生に向け、先端技術を駆
使した新しい農業技術が必要とされる可能性。

◆従来にない規模で先端技術の実証を行い、成
長産業としての新たな農業を提案する必要。

◆震災により激変した海洋生態系を解明し、科
学的知見を活用して漁場や資源の回復を促進
する必要。

背景

◆被災地域内に「農業・農村型」「漁業・漁村型」
の研究・実証地区を設定、地域住民と協力しつ
つ研究を実施。

◆この際には、既に確立された技術シーズを組
合せ、実用化研究により最適化し、速やかにそ
の成果を復旧・復興に活用。また最適化された
技術を体系化し、新しい産業としての農林水産
業を支える技術として発信。

研究方法

被災地域を新たな食料生産地域として再生するため、先端的な農林水産技術を駆使した
大規模実証研究を実施します。 【Ｈ23年３次補正 ４３０百万円、Ｈ24年当初 ７６４百万円（復興庁計上）】

対策のポイント

国 研究グループ・協力体制の構築

生産法人・漁協

被災地の県・公設試験場

独法・大学・民間企業

委託

先端技術を用いた被災地の農林水産業の復興
技術革新を通じた成長力のある新たな農林水産業の育成

土地利用型
営農技術

そ菜・果樹
園芸技術

施設園芸技術
（イチゴ・トマト）

防災・経営
診断技術

農業・農村型 研究・実証地区

開放型研究室

漁海況予報

持続的な漁業・養殖業
（アワビ・ウニ）

地域独立型電力を
用いた水産業

省エネ・高付加価値
（加工技術等）

漁業・漁村型 研究・実証地区

開放型研究室

先端技術の
組合せ・最適化

技術の実証

普及・実用化
推進

宮城県内 岩手県内

生産コストの５割削減（または収益率２倍化）
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事業の実施課題

課題１： 土地利用型営農技術の実証研究

課題２： 大規模施設園芸技術の実証研究

課題３： 露地園芸技術の実証研究

課題４： 果実生産・流通技術の実証研究

課題５： 農産物加工技術の実証研究

課題６： 農村地域における未利用エネルギー利活用実証研究

課題７： 減災・防災システムの開発・実証研究

【農業・農村型実証研究】
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【 各種の先端技術を集中投下し組合せ 】

小水力発電

研究拠点（オープンラボ）

園芸施設

モデル農場施設

稲作の乾田直播等営農技術実証

果樹生産・利用技術の実証（１ha ）

露地園芸技術の実証

機能性成分の活用技術実証

農業・農村型 実証研究地区のイメージ

施設園芸栽培技術実証

小水力等未利用エネルギー
利活用技術実証

農産物加工施設

農産物加工技術の実証

減災・防災システム実証

農産物流通技術の実証

※ 農業継続を継続したい被災
農家の雇用の場の確保

※ 農業継続を断念した被災農家の農
地を引き受ける大規模経営体の支援
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事業の実施課題

課題１： 天然資源への影響を軽減した持続的な漁業・養殖業生

産システムの実用化・実証研究

課題２： 地域資源を活用した省エネ・省コスト・高付加価値型の

水産業・水産加工業の実用化・実証研究

課題３： 自然エネルギーを利用した漁村のスマートコミュニティ

化技術実用化・実証研究

【漁業・漁村型実証研究】

９



増殖技術の高度化
（アワビ・サケ等）

低利用資源の利
用・高付加価値化
（加工技術等）

養殖の規模拡大、
技術の高度化

（ワカメ自動刈取り等）

 効率的な漁業・養殖業技術による省エネ化､軽労化､省コスト化
 計画的な生産、加工および高付加価値化による収益性の向上を実現

開放型研究室

リモートセンシング・三次元GISを利用した沿岸域
での生態系管理、効率的漁獲システムの開発

○○

災害に強い自立型電
力供給システム

流通加工施設

先端的な省エ
ネ型漁業技術
（LED活用等）

漁業・漁村型 実証研究地区のイメージ
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平成２４年度は以下の地域で実証研究を実施
農業・農村分野の研究開発： 宮城県 （名取市他２市２町）
漁業・漁村分野の研究開発： 岩手県 （釜石市周辺）

東北の多様な農山漁村の環境で、復興を加速可能な様々な技術の最適化・組
合せを推進するため、各県の御要望も踏まえつつ、事業の拡充を予定

平成２５年度の予算について
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岩手県 【２月２５日公募開始（～３月２７日）】
①中小区画土地利用型営農技術の実証研究
②中山間地域における施設園芸技術の実証研究
③ブランド化を促進する農産物の生産・加工技術の実証研究 （公示資料より）

福島県 【５月上旬公募予定】
①周年安定生産を可能とする花卉栽培技術の実証研究
②放射性物質の影響を極力排除した野菜、種苗等の低コスト生産技術の実証研究
③果樹栽培の早期経営再開を可能とする生産技術の実証研究
④早期畜産経営の再開を可能とする生産・管理技術の実証研究

⑤資源作物等の栽培を通じたエネルギー循環型低コスト営農技術や植物から抽出できる有用
物質活用技術の実証研究 （3月7日 先端技術提案会資料より）

宮城県 【６月中旬】
①貝類養殖業・漁業及びサケ科魚類養殖業の安定化、省コスト・効率化のための実証研究

②未・低利用魚、低価格魚及び加工残滓を素材とした加工品の開発等による水産加工の省コス
ト化・効率化、付加価値向上に関する実証研究

農業・農村分野

漁業・漁村分野

平成25年度の実証研究の展開について
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新規公募

新規公募

新規公募

※公募予定時期は、被災県との調整の状況等により前後する場合があります。



事業関連サイトと問い合わせ先

○食料生産地域再生のための先端技術展開事業関連サイト

・事業概要、公募や委託先決定のプレスリリースなど
http://www.s.affrc.go.jp/docs/sentan_gijyutu.htm

・研究課題概要、見学案内など（農業・農村分野のみ）
http://www.ais‐sentan.jp/index.html

○問い合わせ先

研究推進課 柚賀（課長補佐）、土屋（専門官）、吉川（係長）
電話 ：03‐6744‐7043（直通）
FAX ：03‐3593‐2209
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